
指定居宅療菱管理指導事業者 運営規定
ひだまり蔵蜀剤薬局 本店 平成 20年 5月 作成

令和 2年 4月 改定

令和 6年 4月 改定

(事業の目的 )

第 1条

1 ひだまり調剤薬局本店 (指定居宅サービス手紫者)が 行う居宅療養在理指ヽまたは介優予防居宅療養管理
指導 ('メ 下、「居宅療養管理指導等Jと いう。)の業務の道正な運営を確保するために人員および管理運営

に関する 1)奪 lを定め、要介護状態または要支援状ltttに あり、主治の医師等が交付した処方箋に,とおき薬剤

師の～Ⅲ間を必要と認めた利用者に対し、ひだまり調剤天、局本店の薬剤師が道正な居宅療養管理指導年を提

供することを目的とする。

2 和↓用者が要介護獣態またIま要支援状l患 となった場合においても、可能な限りその居宅において、その有す
る能力に応 じ自立した口常生活を背むことができるよう 担当する案剤師は逝院困難な利用者に対してそ

の居宅を訪 F・弓し、その′い,の状況、置かれている環
'と

等を把夢どし それらを踏まえて療養上ので理及び指
導を行うことにより、療養生活の質の向上を「どlる。

(運営の方針)

舛 2条

1 要介護者または要支援者 (以 下、「利用者Jと いう)の意思および人格を導電し、常に利用者の立場に立っ
たサービスの提供に努める。

2 地域との結びつき結びつきを重視し、市町村、居宅療差支援事業者 他の居住サービス事業者その他の保
健、医サタ、福祉を挺供する者との密移な巡携に努める。

3 適正かつ円滑なサービスを提供するため、以下の要件を満たすこととする。
保険薬局であること。

・在宅患者訪問薬沖1管理指導の届ケ出を行つていること。

・麻薬小売業者としての。キ可を取得していること。

‐利用者に関して秘密が保持てき、和1用者やその家族、連携する他職種者と相談するスペースを楽「。内に

確保 していること。但し、他の業務との栄用を可とする。

・居宅療養管理指導争チービスの提供に必要な設備および備品を俯えていること.

(事業所の名称,)

第 3条  名称及び所在地は、次のとおりとする。
1 名称 ひだまり調如薬局 本店
2 所在地 松山市清水町 3丁 目155番 地6 1階
3 連絡先 TELi 089‐ 9958845 ●慰 :o899958846

使用薬如Iの有力〃」性に関する
=ニ
タツング

薬剤の[Fl複投与 相互作用等の回避
副作用の早珈菱見、未然防止と道切な処置

ADし、QOL年 に及ぼす使用案剤の影響確認

使用茶剤、用ィユi 用監等に関する医師争への助言

麻薬駆l剤の選択および疼「M管理とその評価

病態と服薬状況の確認、残薬および過不足薬の確認、指尊

在宅医療機器、用具、材料等の供給

患者の住環境体を衛生的に保つための指導、助言

在宅介護用品、箔祉機器年の供給 相談応儒
その他の、必要事項 (不 要薬力1争の廃案処理、廃英に関する指導等 )

(利用料とその他の費用の額〕

第 9条

I 和1用料については、介額報酬の告示上の額とする。
2 れ,用料については、居宅療楽管理指導安等の実施前に 十め利用者またはその家族にサービスの内容及
び費用について文苔で説明し、同意を得ることとする.

(案念時年における対応方法)

第 10条

1 居宅療養任理指導賛算を実施中に、和∫用者の,h状に急変その他緊急■〔態が生じた場合にな 速やかに主治
医学に連絡する。

(苦柿処理)

第 ユユ条

1 居宅療挺行理指導等に関わる告構が生した場合′よ、迅速かつ道切に対応するために受付窓口を設阻し、古
構内容の記録など必要な措置を離ずる。

(lf故発生時の対応 )

第 12条

1 居宅療養雀理指導及び介護予防居宅F案装咎理指導の事業者は 利用者に対する指定居宅療養任理指導及
び介護予防居宅療養竹理指導の提供により事故が発生した場合,ま、市町村 当該和I用 者の家族、当該利用
者に係る′と城包猪支援センター、居宅介護支援事業者常に迎絡を行うと共に、必要な措置を議ずる。

2 賠償すべき事故がた生した場合は狽密賠償を速や力Hこ行う。

(店待の防止のための措置に関する 1と項)

第 13条

1 事業所は 店待の発生又はその再えを防止するため、次の猪歴を,離ずる。

(従業者の職種、員数 )

第 4条

1 従業者について
‐居宅療養管理指導争に従事する薬剤師を百E置する,

従事する薬抑1師は保F交薬抑1師の登無を行う。

従事する薬剤師の数は、居宅療養無理指導字を行う和∫用者数および保F父薬局の通常業務年を勧案した必

要数とする。

2 管理者について

常動の体理者 1名 を配置する。但し、業務に支障がない限り、ひだまり調剤薬局本店のな撃こととの栄務

を可とする。

(珀費務の内容 )

第 5条

ユ 薬剤師の行う居宅,案養咎理指革年の提供に当たっては 医師および歯科医師の交付する処方箋の指示に
老づき訪問毎を行い、常に和I用者の声西状および心身の状況を把握 し 継統的な1〔学的笹理指導を行う。ま
た、医薬品が要介護者のADLや QOし に及ぼしている影響を整認し適切な対応を図るなど 居宅にお′ナ
る日常生活の白立に資するよう妄当道切に行う。

2 訪問等により行った居宅療姿管理指導等の内容は、速やかに記録を作成するとともに、処方医等及び必要
に応じ介護支援卓円員、他のサービス卒業者に報告する。

(営業国および皆笑時間)

第 6条

1 原員1と じて 営業国および営業時間は保「父薬局として許可された営業日、営業時間とする。但し、回民の
況祭口 年末年始を除く。
2 通常、月曜国から金曜口の午前 9:00～ 年後 16:30、 土曜口の年前 9:OO～ 12iOOと する。
3 利用者には、皆紫時間外の連絡先も提示する。

(通

'の
事業の実施地域 )

第 7条

1 通常の実施地域は 松山市の区域とする。

(指定居宅療装常理指導の内容)

第 8条

1 薬剤師の行 う居宅療楽笹理指導等の主な内容な、次の通りとする
処方箋による調剤 (患者の状態に合わせた調剤上の工夫)

薬剤服用歴の管理

薬剤等の居宅への配送

屠宅における薬剤の保管・管理に関する指奪

虐待の防上のための対策を検討する委員会 (テ レビ電話装置写を活用して行うことができるものとする。)

を定期的に開催するととヽに、その結果について。従芙者に十分周知する,

虐告の防止のための指針を整備する。

従業者に対し、虐待の防止のおの研修 (外部研修の活用も可能とする。)を定期的に実施する。

前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。

(担当者 :Dlチボー ト株式会社 河野覚治郎 )
事業者は、サービス提供中に、従業者又は養護者 (利用者の家族争利用者を現に養護する者)に よるた待

を受けたと思われる利用者をえ兄した場合は 速や力Чここれを市町村に通報する。

(柴務継続計画の策定に関する事項)

第 14条

1 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、業務を経統的に実施、再r,Hするための計画 (以 下「業務
継続計画Jと いう)を策定し 当該業務継統計画に従い必要な措置を。イ柱ずる。
2 事業者は、従業者に対し、業務継統計画について月知するとととに、必要な研修及び謝練を定期的に実施
する。

3 事業者イよ、定l切的に業務継統計画の見直しを行い 必要に応じて業務継続計蒟lの 変更を行う。

(そ の他運営に関する重要事項)

第 15条

1 ひだまり調剤英局は、社会的使命を十分認識し、従又者の質的向上を図るため定期的な研修の機会を設
け、また質の保証がてきうる美務態勢を整備する。

2 従業者は 業務 上知り得た和1用者またはその家族の石と密を保持する。
Э 従業者であった者に 業務上決Hり 得た和I用者またはその家族の秘密を保持させるため、従来者てなくなっ
た後においてもこれらの秘密を保持す´ヽき旨を、従業者との雇用契約とする。

4 サービス担当者会議等において、和〕用者の個人情報を用いる場合は和1用者のF,l意を 家族の個人情報を用
いる場合は当,】宏家族の同意を 予め文 _代により得ておくこととする。
5 この規定に定める事項の他 運営に関する重要 lμ項は、ひだまり調剤英局とよ業所の管理をとの協議に必
づいて定めるものとする。

木規定は令和6年 4月 1国 よりた行する


